
　１．はじめに

　これまでも、オートバイはアジア各地で地域の足

として広く利用されてきたが、近年の経済発展に伴

って急速に個人所有が進み、今まで以上に重要な交

通手段となっている。その一方で、乗用車に比べオ

ートバイに関連する法制度は未整備で、交通施設の

設計における取扱いや都市交通計画上の位置づけが

不明確であり、交通運用においても主要な対象とし

て取り扱われてこなかった。その結果、利用の増加
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　東南アジア諸国において、オートバイの利用は急速に伸びており、都市交通体系の中で

ますます重要な交通手段となっているにもかかわらず、その実態についてはこれまで十分

明らかにされてこなかった。そこで、本稿では、東南アジアの大都市におけるオートバイ

の現状を整理するとともに、タイの首都であるバンコクを代表例として取り上げ、そこで

のオートバイの普及の現状を、現地での実態調査やアンケート調査の結果に基づいて、マ

クロ、ミクロの両面から分析した。さらに、今後の都市交通体系の中でオートバイがどの

ように位置づけられていくかを想定し、その課題を整理した。
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に伴って、オートバイによる交通事故、交通渋滞、

交通公害などのさまざまな交通問題が急速に顕在化

し、大きな社会問題となっている。今後、これら問

題の解決に積極的に取り組んでいくためには、まず

この地域におけるオートバイの保有ならびに利用の

現状と特徴を明らかにし、今後の動向を見定めてお

く必要がある。

　そこで、本稿では、まず東南アジア諸国全般にお

けるオートバイの状況について概観するとともに、

比較的統計データが整備されているタイおよびその

首都バンコクを対象に、保有・利用の動向について、

統計データやアンケート調査の結果に基づいて、わ

が国との比較も交えながらマクロ、ミクロの両面か

ら分析を行った。また、最後に今後のオートバイを

この地域の都市交通手段の一つとして活用していく

ために、取り組まなければならない課題を整理した。

　２．東南アジアにおけるオートバイの現状

　２－１　普及状況

　２０００年前後における国別の

オートバイの普及状況を、登

録台数で見たものがFig.1で

ある。この図では、オートバ

イ１台当たりの人口比率を、

最も低い国１０カ国と主なアジ

アの国について示しているが、

これを見るとオートバイの保

有台数が非常に多いインド、

中国に比較してもマレーシア、

タイ、カンボジア、ベトナム、

インドネシアの方が、対人口

比ははるかに低く、東南アジ

ア諸国におけるオートバイの

高い普及率は、世界の中でも大変特異な状況である

ことがわかる。

　この状況は、Table 1に示す２０００年前後における

国別のオートバイと乗用車（四輪車）の登録台数の関

係を見ると、より明らかである。オートバイの登録

台数が乗用車を上回っている国は１０カ国あり、その

全てがアジアの国であり、この中に東南アジアの主

要国であるベトナム、カンボジア、インドネシア、

タイ、フィリピン、マレーシアが含まれている。こ

れらの国における１，０００人当たりの登録台数を、東

南アジアの国に限って見れば、オートバイで５０～

２５０台／千人で、これを乗用車の登録台数と比べる

と、ベトナムでは２５倍、タイ、カンボジア、インド

ネシアでは約５倍と非常に高く、多くの東南アジア

の国においてオートバイが乗用車よりもはるかに多

く保有されていることがわかる。

　このオートバイの普及の推移を増加率で表したの

がTable 2である。これを見ると、先進国に比較し

て近年の増加率が大変大きく、急激であることがわ

かる。

　これらの地域では統計データが十分整備されてい

ないため、都市単位で同様の比較を精緻に行うこと

はほとんどできないが、Table 3に示すデータが入

手可能な一部の都市における数字を見ると国レベル

で見た場合よりも、全般に都市レベルでの乗用車の

保有率は高くなってはいるが、オートバイの登録台

数が四輪車のそれを上回っている傾向には変わりが

ない。

　なお、国によって基準が異なるが、２００ｃｃ以上の

オートバイは、いずれの国でも国内生産が認めてお
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出典）参考文献１）に基づいて筆者作成。
Fig. 1　オートバイ１台当たりの人口比率
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Table 1　オートバイと乗用車の普及台数の国別比較

順位比
ａ／ｂ

乗用車
（千台）

二輪車
（千台）

１，０００人当たり
乗用車台数（台）

ｂ

１，０００人当たり
二輪車台数（台）

ａ
国（地域）

１５６．５０７９４４６６０．８４５．２ベトナム＊
２５．５０５０５６２８３４２０．２１．１インド
３５．４５２０４５１１１４２３３．３１８１．６タイ＊
４４．５６２７７３１２６５２１３．３６０．７インドネシア＊
５４．２４３１２１６１０３８．９１６５　カンボジア＊
６３．１１６５４８２０４２６５．２１６．２中国
７２．９８６６９１９８７５．０１４．９パキスタン
８２．４２４７１６１１４２３２１２．３５１４．２台湾
９２．４０６１１４７０．５１．２バングラデシュ
１０１．６１７６８１２３６１０．０１６．１フィリピン＊
１１１．２９９０１１６７８．０１００．５モーリシャス
１２１．２７４２１３５３５７３４４．８４３８．４マレーシア＊

注）＊：東南アジアに属する国。
出典）参考文献１）に基づいて筆者作成。



らず輸入車になるため輸入関税が

非常に高く、ほとんど普及してい

ない。一方、これらの国ではわが

国に比べ道路状況が悪く、５０ｃｃの

原動機付自転車では非力で利用し

づらいため販売されていない。し

たがって、オートバイの主力は９０

～１２５ｃｃの排気量のものである。

　最後に、オートバイの普及を経

済状況との関係で見るために、

２０００年の１人当たりの国内総生産

額と人口１，０００人当りの保有台数

の関係を表したのが Fig.2 で、比

較として乗用車における同様の関

係をFig.3に示す。これらはクロ

スセクションで見たもので、経年

的な分析ではないが、オートバイ、

乗用車とも１人当たりの国内総生

産額と保有率との間には明らかに

関連性が見られる。両者で大きく

異なるのは、乗用車では、経済の

発展に対して常に保有台数が増加

しているのに対して、オートバイ

では、１人当たりの国内総生産額

が１０，０００米ドルを超える韓国、日

本などで保有率が低くなっており、

経済がある水準以上になるとオー

トバイの保有率が減少して見える

点である。

　２－２　利用状況

　オートバイが、実際にどの程度

利用されているかは、Fig.4に示

すいくつかの都市で実施されたパ

ーソントリップ調査における、全

トリップに占めるオートバイを利

用したトリップの割合（ただし、

徒歩は除く）によってある程度把

握できる。これを見ると、オート

バイの分担率は、ハノイ、ホーチ

ミンでは９０％以上（自転車を含む）、

プノンペンで約８０％（２０００年）と非

常に高く、かなり公共交通が整備

されているクアラルンプール、ジ

ャカルタ、バンコクでも２０～２５％

の分担率があり、利用の面からも
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Table 3　オートバイと乗用車の普及台数の都市別比較

比
ａ／ｂ

乗用車
（千台）

二輪車
（千台）

１，０００人当たり
乗用車台数（台）

ｂ

１，０００人当たり
二輪車台数（台）

ａ
都市

１．３９８８６１２３４１５０．８２１０．０バンコク
１．８９１１０４２０６５１２１．１２２８．９ジャカルタ
１．６１７６８１２３６６７．１１０７．９ＫＬ
５５．７５７９４４６６０．８４４．６プノンペン
１．２７４２１３５３５７９３．６１１９．０ホーチミン
１．４８５８９８７２２２７．２３３６．３台北
０．２３３０６１７１５２６４　６１．２東京

資料）各国の統計書等に基づいて筆者作成。

単位：％Table 2　オートバイ登録台数の伸び

１９９５ー２０００１９９０ー１９９５１９８５ー１９９０１９８０ー１９８５１９７５ー１９８０

－５４．１ー５．２４．１アメリカ合衆国
１４．８－１３．６ー２６．３１５．４１６．９カナダ
－１０．７－１７．７ー１８．６ー３０．９ー８．０フランス
２３．３１．７３７．０ー１１．６４３．６イタリア
２１．２３３．４－３．９ー２６．６ー５５．３オランダ
１０９．６中国
－１０．３ー１２．３ー２．２５１．９３６．７日本
３４．１１１．８２４．７台湾
５６．３４２．８４７．０インドネシア
５０．３３３．１１７．０マレーシア
４９．４１２５．１２６２．８タイ
９５．８ベトナム

出典）参考文献２）に基づいて筆者作成。
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Fig. 2　経済状況とオートバイの登録台数（2000年）３）
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Fig. 3　経済状況と乗用車の登録台数（2000年）３）



オートバイが主要な交通手段となっていることが確

認できる。

　特に、この地域でのオートバイ利用で特徴的なこ

とは、タクシーやメッセンジャーとしての利用が多

いことである。実態については、中村４）などで詳し

く分析されているので、ここでは触れないが、例え

ばバンコクでは、市街を走行するオートバイの内、

３６％がメッセンジャーバイクであると推計されてお

り、他の都市でもこのような利用が急速に伸びてい

る。

　２－３　免許制度と安全対策

　このようにオートバイの保有・利用が急速に進む

中で、いずれの国においても、オートバイに関する

法制度はほとんど未整備で、都市交通体系の中での

位置づけや交通管理上の取扱いも明確ではない。し

かし、オートバイに関連する交通事故が急増してい

ることから、各国政府もオートバイによる交通事故

の削減を緊急な取組み課題として位置づけており、

早急にオートバイの利用環境を整備する必要に迫ら

れている。

　まず、免許制度であるが、ほとんどの国であるも

のの取得が徹底されていないのが実態である。発展

段階の異なるタイ、ベトナム、カンボジアの３カ国

における法制度を比較すると、カンボジアでは未だ

に免許制度が整備されておらず、免許制度があるタ

イ、ベトナムの場合も、タイでドライバーの５０％の

近くが、ベトナムに至っては７０％が無免許で運転し

ていると言われている。例えばホーチミン市では市

民の９１％がオートバイを利用しているが、この内約

６０％が無免許であり、２００２年に発生した交通事故に

よる負傷２９，２９３人の内、オートバイが関係した事故

は７３．６％にも上っている。さらに、どの国でも、地

方都市における免許取得年齢に至らない低年齢者の

利用が多く、若年層におけるオートバイ事故の増加

の原因となっている。このような状況に対して、例

えばタイ政府は警察による無免許運転の取締りを強

化すると同時に、二輪車協会の協力の下で免許取得

を推進するため専門学校での出前講習や各種のプロ

モーション活動を行うなど硬軟取り混ぜた政策を実

施している。

　さらに、免許を取得している場合でも、実技講習

などの安全運転教育は簡単なもの以外、義務づけら

れておらず、多くのドライバーが十分な知識を持た

ないままに運転している実情がある。これに対して、

これまでは本田技研工業㈱が自主的にタイ、シンガ

ポール、ベトナムなどで実施してきた安全運転普及

活動が、唯一の取組みであったが、最近タイやベト

ナムにおいても政府やＯＤＡの取組みとして改善が

みられるようになってきた。

　オートバイによる事故における傷害を軽減する対

策として重要なヘルメットの着用に関しては、ほと

んどの国で義務付けを行っている。しかし、東南ア

ジアの場合、気温が非常に高くヘルメットを着用す

ることが不快なため、着用率は高くない。我々がタ

イで調査した結果では、必ず着用する人の割合は、

バンコクで４５％、チェンマイでは１２％、コンケンで

は８％であった。また、安全性の高いヘルメットを

購入する費用が払えない者も多く、これに対しても、

タイでは、取締りの強化と同時に、二輪車協会によ

る無料配布や割引価格での販売が行われ使用の促進

が図られている。

　この他に、安全を確保する観点から、タイでは昼

間点灯の取組みも進められており、２００５年度以降の

義務が決められているが、現在までのところその実

効性は必ずしも明らかとなっていない。

　２‐４　交通施設および交通計画上の取扱い

　これまでの道路構造は、四輪車の走行を主体とし

て設計されており、オートバイの存在はほとんど考

慮されていないのが実情である。最近、ベトナムや

マレーシアなどで、二輪車専用道路あるいは二輪車

専用レーンが設置されている例が見られるようにな

ったが、ごく限られたもので、設計基準が設けられて

いるわけではない。また、タイや台湾で、交差点に

おける四輪車の停止線をオートバイの停止線より下

げてオートバイの滞留場所を確保する例や、オート

バイの二段階横断をさせる例など交通制御上の工夫

も一部で見られるが、まだ試行的な取組みであり、

オートバイの走行を前提とした道路構造の設計や交
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差点での交通処理はほとんど実施されていないのが

現状であり、いずれの国においても、この点に関し

ては、未だに明確な方向性は示されていない。

　同様に、都市交通計画におけるオートバイの取扱

いも不明確である。一般に、オートバイによるトリ

ップは、自動車や公共交通によるそれより短い。例

えば、バンコクにおける我々の調査結果でも、乗用

車利用者の利用距離の平均値は約１００ｋｍであるのに

対して、オートバイ利用者のそれは約１０ｋｍである。

このようにオートバイによる利用距離が短いという

ことは、ゾーンを単位としてトリップを集計的に扱

う伝統的な交通需要推計のプロセスにおいて、オー

トバイによるトリップの多くは、ゾーン内での移動、

すなわち内々トリップとなってしまう割合が高いと

いうことを意味している。さらに、オートバイは車

体が占める面積が小さいため、その台数が乗用車に

換算されると０．２～０．５になってしまい、台数が多い

にもかかわらず問題視されずにきた。このように、

これまでオートバイは、都市総合交通体系において、

明確に位置づけられてこなかった。したがって伝統

的な交通需要推計においても、オートバイはあまり

明示的には取り扱われておらず、データの収集方法、

推計方法、あるいは検証方法など、ほとんど確立し

ていない。

　３．タイにおけるオートバイ保有・利用動向の

　　　分析

　東南アジア地域の都市で、今後もオートバイの保

有が増加し、利用されていくのかどうかを推計する

ことは、将来のオートバイに対する政策を考える上

で大変重要である。ある地域におけるオートバイの

保有の状況がどのように変化するかについては、当

然さまざまな要因の影響が考えられる。第一に、そ

の地域を取り巻く社会経済環境の変化がその保有状

況に大きな影響を与えるであろう。例えば、その国

の人口、経済成長の変化、道路などのインフラの整

備の状況、車両の価格などがそれらに当たると思わ

れる。第二に、オートバイと他の交通手段との間の

代替関係も、保有状況に大きく影響を与えると考え

られる。特にオートバイと同じ個人交通手段である

乗用車との間に代替関係があることは容易に想像さ

れるが、この点に関してはこれまで考察された例は

少ない。

　３－１　オートバイの登録台数の所得弾力性と乗

用車との代替関係

　２－１で示した、クロスセクションでの１人当た

りの国内総生産額とオートバイの登録台数の関係か

らも、オートバイの保有が、経済の発展に大きく依

存していることが想定されるが、同時に経済的に発

展した国におけるオートバイ保有率を説明するため

には、オートバイから乗用車への代替関係を想定す

る必要がある。そこで、時系列のデータが確保でき

る日本とタイの各県を対象に、車両の保有台数に影

響を与えると想定される経済指標として、県内総生

産を取り上げ、乗用車とオートバイとの代替関係を

調べるために、各車両の保有関係の分析を行った。

また、需要の所得弾力性の計測に近似するものとし

て、県内総生産の車両登録台数に対する弾性値を計

測した。なお、データはそれぞれの統計局が公表し

ている値によった。

　Fig.5, 6は、タイのバンコク都と東京都における

県内総生産と１，０００人当たりのオートバイ（日本の場

合１２５ｃｃ以下のみ）ならびに乗用車（タイの場合、乗

合いの車両を含む）の登録台数の関係を図示したも

のである。これを見ると、いずれの都市においても

県内総生産と乗用車の登録台数の間には明らかに関

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ 平成１６年１２月（　）１０
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Fig. 5　県内総生産とオートバイおよび乗用車登録台
数の関係（東京都）
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連性が見られる一方、オートバイの場合は若干異な

り、バンコクでは同様の関連性が見られるのに対し

て、東京では１９８５年と１９８６年を境として１９８５年まで

は登録台数は増加、１９８６年以降に登録台数は減少と

なっている。

　そこで、東京都市圏を形成する東京都、埼玉県、

神奈川県、千葉県およびバンコク都市圏を形成する

バンコク都、ノンタブリ県、サマットプラカン県、

パトゥンタニ県、ナコンパトム県、サマットサコン

県における県内総生産とオートバイおよび四輪車の

登録台数の間で回帰曲線を推計した。なお日本の県

の場合は、１９８５～１９８６年を境に二つの回帰曲線とし

て分けて推計した。推計した結果をTable 4に示す。

これを見ると、四輪車の場合、日本、タイ、いずれ

の県でも回帰係数は正であり、相関係数もノンタブ

リ県を除くと０．８４以上と高い相関があることを示し
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Table 4　回帰分析の結果

弾力性
四輪回帰係数二輪回帰係数

県国
所得弾力性相関係数切片傾き所得弾力性相関係数切片傾き

１．２２８１．０１２０．９７１３０．００７
（２．７５２）

１１．９６７
（１６．８８０）１．３７５０．９７８６．３７０

（０．７７３）
１０．４２７
（１９．４５８）バンコク県

タイ

０．６９９０．２９６０．５７０１７．５８６
（２．４９１）

１．２１０
（２．５９９）１．０６６０．８１７１２．３４０

（２．０１３）
２．１４４
（５．３０６）ノンタブリ県

０．０９２０．２１９０．８５３２７．７２６
（７．９０８）

３．５１０
（６．７３０）０．５２３０．９１７９．５３６

（４．２８７）
３．１３７
（９．４７８）サマットプラカン県

０．８４４１．１３１０．９４２１．８９９
（０．７３１）

１．８５１
（１０．４５８）０．６７７０．９３５８．２９１

（３．６６８）
１．５２０
（９．８７１）パトゥンタニ県

０．３５１０．６８００．８４８９．０７７
（１．０３３）

１１．８８２
（６．５８９）０．４３１０．９２６１１．２０７

（０．９９２）
２３．４３５
（１０．１０７）ナコンパトム県

１．０９４１．５６６０．８８２４．１１２
（１．１８１）

１．７９５
（６．９８０）１．８５３０．９５０２．４０１

（０．２７１）
７．４０３
（１１．３２７）サマットサコン県

０．７６８０．９７８０．６１１
（０．０５７）

１．０８２
（２２．７１８）全年度

埼玉県

日本

１．５０４１．２０２０．９８７－１７．９８８
（－２．８９６）

０．６６２
（１７．３０１）１９８５年以前

－０．８８９－１．１９６０．９５２０２１７．２７５
（１９．０９５）

－０．４２５
（－１１．２１５）１９８６年以降

４．２２６０．９７４５．３９２９
（０．４０９）

１．０７６
（２０．４４７）全年度

千葉県 １．２９５１．１０７０．９８８－６．８５３
（－１．３５７）

０．５８２
（１７．８０１）１９８５年以前

－０．７１８－６．５１１０．８９８１６９．１７０
（１５．１７５）

－０．２７５
（－７．３４３）１９８６年以降

０．０８２０．９７２４３．９５７
（５．２０８）

０．４８１
（１９．８４５）全年度

東京都 ４．６９２１．７２４０．９８７－５０．７６２
（－７．９０６）

０．４８４
（１７．５４６）１９８５年以前

－３．２４４０．５０７０．６７４１４６．３４３
（７．０４６）

－０．１９８
（－３．２９２）１９８６年以降

０．１３５０．９８２１３．９１０
（１．４４３）

０．８９１
（２４．７５２）全年度

神奈川県 ２．９８１２．３５３０．９６５－７３．６４８
（－５．３７０）

０．８０３
（１０．４８６）１９８５年以前

－１．１８２０．５３００．９２３１７９．３９１
（１８．６４９）

－０．２６５
（－８．６２５）１９８６年以降

Fig. 7　バンコクと東京におけるオートバイと
　　　 乗用車の登録台数の関係
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ている。一方、オートバイの場合は、日本の県で

１９８５～１９８６年を境に二つの回帰曲線として分析した

場合、それぞれにかなりの相関を持っていることが

わかる。　

　そこで、両者に代替的な関係があることを予想し

て、両者の保有に関する分析を行った。Fig.7に示

すとおり、タイの場合両者は良好な相関を示してお

り、Table 4に示した乗用車の保有台数の伸びに対す

るオートバイの保有台数の伸びとして求めた弾性値

（各年において算出した各弾性値を単純平均）は、

０．０９２～１．２２８の間を示している。これは正の相関で

あるので、もちろん双方が代替財の関係にあるとい

うことは考えにくい。双方とも時系列的に一貫して

いる伸びを示している理由としては、両者が補完的

な役割を果たしているのか、あるいは経済成長その

他の要因によってともに保有台数が伸びているのか、

など幾つか考えられるが、この点についてはさらな

る精査が必要である。

　一方、日本の場合は、１９８５～１９８６年をターニング

ポイントとして、明確な傾向の違いが見られる。

１９８５年までは乗用車とオートバイはともにその保有

台数を増やしているが、１９８６年からは一転してオー

トバイの保有台数は乗用車が増加するのに対して、

減少しているおり、弾性値も－３．２４４～－０．７１８とマ

イナスを示している。詳細に分析しないと即断はで

きないが、１９８６年以降、オートバイは、乗用車と代

替的な関係になった可能性が示されている。

　最後に県内総生産に対する乗用車およびオートバ

イの登録台数に関する弾性値を測定した結果におい

ても、これまでの分析から明らかなように、バンコ

ク首都圏では経済の発展に伴っていずれの保有台数

も伸びている一方で、東京首都圏ではオートバイの

保有が変化していることが、特徴的に現れている。

　３－２　保有動向への他要因の影響

　上記の分析で、経済成長は確かにオートバイの普

及に大きく関係していることがある程度確認できた

が、それ以外の要因は車両の保有台数にどれくらい

影響するのか改めて分析する必要がある。

　そこで、経済状況や交通状態が異なるタイの６県

別の１９７８年から１９９７年の統計データを用いてオート

バイの登録台数を非説明変数とする重回帰を推定し

た。

　ここで、説明変数は県民１人当たりの県内総生産

（バーツ）の他に、人口の集積を表す指標として県の

夜間人口（人）、公共交通の整備水準を表す指標とし

てバスの登録台数（台）を用いた。推計結果をTable 5

に示す。

　重相関係数は高いが、サンプル数が少ないため各

ｔ値は必ずしも高くなっていない。当然、県内総生

産の影響を表す係数は０．４７３～７．７４８と正の値をとっ

ており、県内総生産が増加するとオートバイの登録

台数が増加する傾向を示している。

　一方、人口の影響を表す係数を見ると、コンケン

県で－０．００４と負の値をとっているのを除けば、そ

の他の県は０．００３～０．３８５と正の値をとっており、人

口の集積が進むと、オートバイの保有がより進む傾

向があることを示している。この理由として、人口

集積による都市域の拡大が個人的移動手段の必要性

を増すことや、都市における核家族化の影響なども

想定される。

　バス登録台数は、バンコク県、カンチャナブリー

県、チェンマイ県、スラタニー県において係数は

－４６．８９２～－１８．１４０と負の値をとっており、バスの

登録台数が上昇するとオートバイ登録台数が減少す

る結果を示している。一方、ロッブリー県、サシエ

ンサオ県、コンケン県においては係数が０．４７７～

５５．２２３と正の値をとっており、バス登録台数が上昇
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Table 5　タイ6県における重回帰分析の結果

重相関係数定数t値係数説明変数県名

０．９７６－１１２９４２３

５．８８１７．７４８GPP（X１）

バンコク １．８８８０．３２９人口（X２）

－１．７２６－４６．８９２バス登録台数（X３）

０．９７８－７１９７２．３

６．９５３２．７５４GPP（X１）

ロッブリー １．２０２０．０８２人口（X２）

０．５６５８．２９９バス登録台数（X３）

０．８４６－２０８２０．１

０．６９８０．４７３GPP（X１）

サシエンサオ ０．０１５０．００３人口（X２）

１．３１２５５．２２３バス登録台数（X３）

０．９４０－１１７５４５

２．３３４２．７８４GPP（X１）
カンチャナブ
リー １．００００．１６４人口（X２）

－０．２８５－２３．２６０バス登録台数（X３）

０．９８８－４４３２１１

５．９９５５．７７３GPP（X１）

チェンマイ ４．０３４０．３８５人口（X２）

－１．１７２－１９．７７７バス登録台数（X３）

０．９７７－３３７３９．２

９．１２０７．５４２GPP（X１）

コンケン －０．０４３－０．００４人口（X２）

０．０１９０．４７７バス登録台数（X３）

０．９８８－１４４４３７

８．８４２４．１４６GPP（X１）

スラタニー １．８２５０．１８４人口（X２）

－０．５００－１８．１４０バス登録台数（X３）



するにつれて二輪車登録台数も上昇する傾向を示し

ている。前の４県は、オートバイ保有率が２００台／

千人以上に当たる県で、ある程度オートバイの保有

が進んでいる県であり、公共交通の整備は個人交通

手段からの転換につながっていると考えられる。一

方、残りの県は二輪車保有率が１５０台／千人程度の

県で、オートバイの保有に対する需要はまだ高い県

であると考えられる。

　３－３　価格および維持費の影響

　マクロ統計データに基づいて行った上記の二つの

分析では、オートバイの価格や保有の費用に関する

影響が不明である。そこで、タイでオートバイの保

有に関するアンケート調査を実施して実態を把握し

た。

　調査は、平成１４年８月に、タイの首都バンコクと

第二、第三の都市チャンマイ、コンケンで行った。

Table 6に示すとおり購入価格は、四輪車の購入価

格に比べると１／１５とかなり小さいが、バンコクの

世帯所得１ヶ月分の８割弱、地方都市の世帯所得１

ヶ月分強に相当し、わが国などに比べれば相対的に

高く、価格変動が購入に与える影響は大きいものと

思われる。一方、Table 7に示すとおり、燃料費、

保険費用、維持修理費などを含む維持費は小さく、

乗用車に比べても１／６で、保有への影響は小さい

と推測される。

　４．オートバイに求められる課題

　今後早急に取り組まなければならない課題を、改

めて整理すると以下のとおりである。

�都市交通体系や交通管制における位置づけの明確

化

　これまで、先進国の都市でもオートバイを主要な

都市交通手段として積極的に位置づけて、都市交通

体系や交通管制のあり方を検討した例はない。しか

し、東南アジアの各都市でオートバイが重要な役割

を果たしていることは明らかであり、今後もオート

バイのコンパクトさや機動性を生かして都市交通の

主要な一員として活用するのであれば、その位置づ

けを明確にする必要がある。そして、先進国とは異

なる計画論や交通管制の方法を検討する必要がある。

�統計データの収集、蓄積

　オートバイの利用実態や起因する問題を把握し対

策を立案し、位置づけを明確にして行くためには、

オートバイの登録台数や交通事故などの基礎的統計

データが必要であるが、現状ではほとんど未整備で

ある。各国で異なるオートバイに対する基準や規格

の比較検討が可能な共通のフォーマットを定めデー

タの収集、蓄積に努める必要がある。

�実態把握へのアプローチ方法の確立

　これまで、オートバイの位置づけが明確でなかっ

たことで、その実態を把握する必要性は少なく、調

査方法もほとんど検討されてこなかった。例えば、

サイズが小さく車線に従って走行しないため、ほと

んどの車両感知器では計測できず、その台数の定常

的な観測は全くなされていないことや、乗用車など

に比べて複雑な走行の特徴を、乗用車を前提とする

計測方法では、捉えられないなどの問題がある。し

たがって、このようなオートバイの特徴や特性を考

慮できる新しい調査方法を開発する必要がある。具

体的には画像によるオートバイの検知や画像解析あ

るいはＧＰＳ等の装置などを使った走行奇跡の解析な

どの方法が考えられる。

�交通施設の設計指針の作成

　オートバイタクシーの滞留場所や公共交通機関と

の結節場所などオートバイの利用に対応した空間が

必要であるが、大半は自然発生的なものである。ま

た、ごく一部でのオートバイ専用車線の設置や交差

点での滞留空間の設置などが見られるが、これらも

十分な根拠を持って設置されていない。今後、都市

内鉄道などの整備が進むと滞留場所の計画的な設置

が必要となるであろうし、オートバイの利用が続け

ば、オートバイ専用車線の設置なども必要になるの

で、早急にこれらの設計の指針をまとめる必要があ

る。

�交通運用方法の体系化
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Table 6　タイにおける平均車両購入価格

世帯所得
（バーツ）

平均車両購入価格

四輪車
（バーツ）

二輪車
（バーツ）

４３，５３８４７９，８２９３２，１９１バンコク

３０，００５４８２，１７４３２，３１１チェンマイ

２８，５２３４９５，２３８３６，６４３コンケン

４８５，７４７３３，７１５平均

Table 7　タイにおける平均車両維持費

世帯所得
（バーツ）

月の維持費

四輪車維持費
（バーツ）

二輪車維持費
（バーツ）

４３，５３８３，５９８６３４バンコク

３０，００５２，６７２３５２チェンマイ

２８，５２３２，３３１４８５コンケン

２，８６７４９０平均



　オートバイを適正に走行させるための交通運用の

考えは見られないので、�の交通施設の設置も含ん

で信号機の運用や情報提供の方法など、早急に運用

の在り方を検討する必要がある。特に、交通量やオ

ートバイの混入率など今後変化すると想定されるさ

まざまな交通状況に応じた、最適なガイドラインを

構築する必要がある。

�安全運転普及に向けた取組みの推進

　オートバイが関係する事故データの収集を行い、

高いオートバイ事故率の原因を分析し、重点的に安

全意識を喚起すべき項目を明確にするとともに、こ

れらの内容を効果的に伝える教材の作成などを行う

必要がある。同時に、一部で行われている安全運転

講習をできれば義務付け、作成する教材などを使い

効果的な講習を実施することも望まれる。

　５．おわりに

　東南アジアにおけるオートバイ研究は非常に少な

く、その実態はまだ十分には明らかとなっていない。

また、法的な取扱いや交通施設整備での取扱いも不

明確で、安全対策の実施など実務面での対応も非常

に遅れている。一方で、分析の結果を見る限り、当

面はオートバイの保有や利用は、それぞれの国の経

済状況、税制、公共交通の整備状況などに依存する

としても、かなり増加すると予想される。したがっ

て、東南アジアにおけるオートバイ研究や実務面で

の対策を進めることが、ますます重要となると考え

られる。

　最後に、本研究は平成１４年度に実施したＩＡＴＳＳ

研究プロジェクトＨ４９１「開発途上国におけるオー

トバイの都市交通手段としての役割と限界に関する

研究」の研究成果を中心に取り纏めたものである。

研究の推進に当たっては多くの日本人およびタイ人

の学生の皆さんに協力を頂いた。ここに、謝意を表

す。
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